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あらまし：文科省では、小学校等における「プログラミング教育」の必修化が検討されている。しかし、

高等学校に情報科が設置されてから 16年が経過しているにもかかわらず、未だに情報的な見方や考え方
など、その設置時の意図を踏まえた指導が十分に行われているとは言えない状況である。本稿では、大学

の初年次教育等の実態を踏まえ、プログラミング教育のあり方を検討した。 
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1.   はじめに  
	
 産業競争力会議による「成長戦略の進化のための

今後の検討方針」（平成 28年 1月 25日）等を受けて、
平成 28年 4月文科省の「教育の情報化加速化プラン」
が示されるとともに、「小学校段階における論理的思

考力や創造性、問題解決能力等の育成とプログラミ

ング教育に関する有識者会議」（１）が設置され、論理

的思考力や創造性、問題解決能力といった資質・能

力を育むこととコンピュータを動かすために必要な

コーディングを学ばせることの両側面について、そ

のあり方等が検討されている。 
	
 この動きをテレビや新聞は、コーディング中心の

プログラム教育をイメージさせる報道を行った。 
	
 このことは、昭和 59年の臨時教育審議会等の検討
を経て「情報活用能力育成」の重要さが示された後、

コンピュータ操作に重点が置かれた状況、そして、

平成 11年に高等学校の情報科が設置された後、情報
的な見方・考え方が十分に定着していない状況等、

施策が目指す姿と現実とのギャップが埋まるまでに

相応の時間がかかることを想起させる。 
	
 本稿では、今後の情報教育（特に、プログラミン

グ教育の導入）について、大学の基礎教養教育段階

の情報教育等の実態を踏まえて、考察する。 
 
2.   大学での教育の実態から見えること  
	
 筆者らは、大学生に高等学校までに学んだ「情報」

にかかわる教育について、自由記述させた結果から、

操作技能中心の学習であったことを示した。（２，３） 

その状況は、未だ改善されているとは言い難い。 
	
 一方、大学における情報教育の推進については、

公益社団法人私立大学情報教育協会（以下、私情協）

が、基礎教養教育段階における情報リテラシー教育

のガイドライン（４）を平成 25（2013）年から公開・

改定を続けている。しかし、その定着状況は十分と

は言えない（現在、高等学校の情報化対応を意識し

たガイドラインから、より大学らしい具体的な内容

や展開方法等を検討している） 
	
 これらのことから、大学の教育スタッフ側の意識

等も情報的な見方・考え方を養うことを目的とする

情報教育とは異なっていると言わざるを得ない。 
	
 さらに、相互に面識の無い集団に対し、ゲーム等

により、人間関係を築くための「構成的グループエ

ンカウンター」と呼ばれる手法（５）を教員免許取得

希望の大学生に紹介した際、高等学校までの学習定

着が不十分なクラスでは、ゲームそのものに没頭し、

自らが楽しむことに夢中になる状況が見受けられた。

それに対し、一般に学力が高いとみなされる学生の

クラスでは、体験を通し、その手法を一つの手段と

して理解する状況が見受けられた。 
	
 また、幼稚園教諭免許関連科目「算数」の指導に

際し、小学校段階で身につけるべき「位取り記数法」

の理解が不十分な者が多く見受けられた。これは、

小学校教員の研修に携わってきた大森氏が、算数指

導に関して、答えの正誤（操作的な知識）を重視し、

課題を解く過程（概念や考え方の学び）を軽んずる

傾向にあると指摘した（６）ことを裏付けている。 
	
 以上から、プログラミング教育の実施に際して、

教育者の知識や技能が不十分な場合、プログラムの

学習を通し、論理的思考力、創造性、問題解決能力

等の資質・能力を育むことができず、コンピュータ

を動かすために必要なコーディング経験だけを追う

ことになりかねないことが示唆される。 
 
3.   対応する教員の確保について  
	
 小学校段階からプログラミング教育を導入する際、

大きな課題となるのが、教える人材であろう。 
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 プログラミングのスキル習得に必要となる時間は、

個人差もあり、公的な指標は見当たらないが、500
時間程度という説がある。 
	
 これに対し、文科省教員勤務実態調査（平成 18
年 7〜12月）によれば、学校経営、会議・打合せ、
事務・報告書作成、研修、その他に費やした時間（勤

務日）10時間 22分のうち、2時間 6分である。（７） 
	
 仮に、研修時間に割ける時間を上記の２割程度、

年間 300日の勤務とすれば、プログラミングスキル
の習得に 3〜5 年かかることになり、2020 年からの
実施には間に合わない可能性が高い。 
	
 一方、専科担任制度（中学校または高等学校の免

許状を有する者が、小学校において、相当する教科

等の教諭等になることができるもの）を利用すると

考えることもできる。実際、専科担任の状況（平成

26年 4月 1日～平成 27年 3月 31日の合計件数）は、
高校「情報」免許取得者が、総合的な学習の時間を

担当した例、中学「技術」免許取得者が、総合的な

学習の時間を担当した例（各１件）の実績がある。（８） 
	
 また、学習指導要領には、「総合的な学習の時間」

の授業時数が、第 3学年以上の学年で 70時間（９）と
されていることから、仮に、音楽、図工、家庭の例

にならい専科扱いの教員１名を配置すると考えれば、

全国の小学校は 20,601 校（平成 27 年度の学校基本
調査）（１０）に基づき、約２万人が必要となる。 
	
 平成 26 年度の高等学校「情報」の免許状取得者
1,934名のうち約７割の 1,406名が大学などでの直接
養成であり（８）情報科設置後、16年が経過している
こと、高等学校の「情報」の専任教員が少ないこと

を考慮すれば、人材確保が可能であるかに見える。 
	
 しかし、先述の通り、高等学校段階までの「情報」

にかかわる学習が、未だ操作技能中心であること。 
また、共通教科「情報」担当の専任教員 5,732 人の
うち、免許外教科担任が 1,580人（27.6％）を占めて
いること。（１１）さらに、プログラミングスキルの修得に

際し、初心者が身につけるべき必要な概念は、変数、

配列、分岐と繰り返し、データ構造、アルゴリズム、関数、

ポインタ、ライブラリ、クラス、オブジェクト指向などが

挙げられており（１２）、それらの理解を踏まえた指導

が求められることなどを考慮すると、プログラミングを

通して、論理的思考力、創造性、問題解決能力等の

資質・能力の育成を十分に行えるだけの資質・能力

を備えているか不安が残ることは明らかであろう。 
	
 この他、特別非常勤講師制度も検討範囲内だが、

大学の「情報リテラシー」等で、インストラクター

による指導を観察する限り、子どもの反応に応じた

KR（Knowledge of Results）の扱いなど、相応の訓練
が求められよう。 
 
4.   おわりに  
	
 プログラミング等を学んだのは、実務経験や社内

研修が中心との調査結果がある。（１３） 

	
 さらに、先述の学力の高いクラス（有効回答数 35）

のうちプログラミング学習経験者は約半数（16）で、
小学校等でのプログラミングの学習が必要か否かの

回答との相関は 0.3 弱であった。一方、ものごとを
考える力が必要かについては、８割（プログラミン

グ学習経験・有）７割（同・無）との回答を得た。 
	
 これらから、小学校段階で、コーディング中心の

プログラミング経験が必須であるとは言い難いこと

は明らかである。すなわち、視覚化されたプログラ

ミングツールは（学習の）動機付けにはなろうが、 
我々が目指すべき情報教育については、より慎重に

検討することが必要であろう。 
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